
（単位：百万円）

1 金融モニタリング等実施経費
総政局リスク分
析総括課

106 108 ○ （平成３０年度）

2
金融危機対応の円滑な実施のた
めの経費

監督局総務課信
用機構対応室

10 8 ○ ○
（平成２６年度）

令和元年度：
吉野委員

3 金融仲介機能の強化
監督局銀行第二
課、地域金融企
画室

35 33 ○ ○
（平成２６年度）

令和元年度：
吉野委員

4
家計の安定的な資産形成推進の
ための制度周知・広報及び税制
の調査・検証

総政局総合政策
課 25 31 ○ （平成３０年度）

5 金融経済教育の推進
総政局総合政策
課

36 22 ○ （平成３０年度）

6 貸金業者監督のための経費
監督局総務課金
融会社室

25 19 ○ （平成３０年度）

7 金融サービス利用者保護の推進 企市局総務課 19 19 ○ （平成２８年度）

8 市場の公正確保のための経費 監視委総務課 206 126 ☆ （平成２９年度）

9 課徴金制度関係経費
総政局総務課審
判手続室

4 4 ○ （平成３０年度）

10
有価証券報告書等電子開示シス
テム経費

企市局企業開示
課開示業務室

559 574 ○ ☆
（平成２５年度）

令和元年度：
公開プロセス

11 企業財務諸制度の整備
企市局企業開示
課

23 23 ○ ○
（平成２５年度）

令和元年度：
石島委員

12 公認会計士試験実施経費
審査会総務試験
室

75 72 ○ （平成２７年度）

13
店頭デリバティブ取引情報の報
告・蓄積システム経費

企市局市場課市
場業務室

118 32 ○ （平成３０年度）

14
国際金融センターとしての地位
確立

総政局総合政策
課

55 57 ○ （平成３０年度）

15
コーポレートガバナンスの更な
る推進に係る事業費

企市局企業開示
課

21 16 ○ （平成２９年度）

16
金融分野におけるサイバーセ
キュリティ対策向上

総政局総合政策
課サイバーセ
キュリティ対策
企画調整室

65 75 ○ （平成２８年度）

17 フィンテック関係経費
企市局総務課信
用制度参事官室

67 73 ○ 令和元年度：
堀江委員

18
自然災害による被災者の債務整
理支援

監督局総務課監
督調査室

39 39 ○ （平成２９年度）

19
新興市場国に対する技術協力に
必要な経費

総政局総務課国
際室

137 243 ○ （平成２７年度）

20
アジアとの金融連携・協力に必
要な経費

総政局総務課国
際室

131 127 ○ ☆ （平成２８年度、
平成２７年度）

21
監査監督機関国際フォーラム
（IFIAR）拠出金等

総政局IFIAR戦略
企画本部IFIAR戦
略企画室

87 93 ○ （平成２９年度）

22 国際機関分担金（IOSCO）
総政局総務課国
際室

11 12 ○ （平成２７年度）

23 国際機関分担金（IAIS）
総政局総務課国
際室

12 21 （○） （平成２７年度）

24 国際機関分担金（FATF）
総政局総務課国
際室

9 11 （○） （平成２７年度）

25 国際機関分担金（APG）
総政局総務課国
際室

6 6 （○） （平成２７年度）

26 国際機関分担金（FinCoNet）
総政局総務課国
際室

1 1 （○） （平成２７年度）

27 国際機関分担金（IFIAR）
総政局IFIAR戦略
企画本部IFIAR戦
略企画室

13 6 （○） （平成２７年度）

1,895      1,850 2   2   4   4   4   7   5

令
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年
度
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業

（注１）網掛けした事業が本年点検対象事業
（注２）26年度までは全事業数が６事業だったため、点検対象事業数が少なかった。
（注３）28年度は上記のほか、「監査の質の向上」事業の最終年度点検を実施している。
（注４）国際機関分担金は、行革事務局の指示により、29年度に１事業だったものを分割している。
（注５）29年度までは４事業を点検対象としていたが、行政事業の増加（21→26事業）に伴い、30年度から事業数を増加（基本、５事業）。
　　　　30年度は、行革事務局より点検未実施事業の点検を行うよう意見があったため７事業を実施。

元年度

予算額合計及び25年度以降の点検事業数

27年度

　☆…公開プロセス実施、○…外部有識者会合による点検実施

金融庁行政事業レビュー・事業一覧

事業番号 事　　業　　名 担当部署
令和元年度
当初予算額

有識者点検実施年度 備考：担当委員
（　）は外部有識者
点検実施年度25年度 26年度

平成30年度
当初予算額 28年度 29年度 30年度
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